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研究要旨 
現在、世界的に核医学治療の新規導入が進んでおり、我が国もその例に漏れない。しか
しながら、我が国においては治療実施資源が不足しており、既存治療を適切なタイミン
グで実施できない事態が長年続いている。現時点でこれに対する方策を考え、施行する
ことが求められ、これなしには国内患者の不利益に繋がるところが大であると考える。
本研究では、研究分担者細野・東による調査内容を総括し、望ましい核医学治療体制構
築に繋げることを目的とする。 

 
 
A. 研究目的 
我が国では、従来から核医学治療として甲状腺癌放

射性ヨウ素 131I内用療法、骨転移性疼痛に対する 89Sr

除痛療法（現在は製剤供給が停止しており実施でき

ない）、B細胞性悪性リンパ腫 90Y-抗 CD20抗体治療、

去勢抵抗性前立腺癌骨転移に対する 223Ra 治療が実

施されており、年々その実施数が増加している。昨

年新たに 177Luによる神経内分泌腫瘍治療、131I-MIBG

による褐色細胞腫・傍神経節腫治療が承認された。 

放射性医薬品を用いた診療は、放射線管理区域内

での投与が必須であり、特に核医学治療では入院が

必要な核種においては放射線治療病室での実施が必

要である。 

β線のみを放出する 90Y-抗 CD20抗体治療と腫にα

線を主に放出する 223Ra治療においては、外来投与で

きるものの、治療件数が最も多い甲状腺癌において

は、治療病室が不足しているため、患者は長期間の

待機を余儀なくされている。そのため、177Luによる

神経内分泌腫瘍に対する治療の承認においては、一

般病室を臨時管理区域として設定する特別措置病室

の使用が許可されたところである。これで従来の問

題点の一旦が解決されたかに見えるものの、各施設

の使用数量の上限ゆえに、必ずしも必要とされる治

療数を妥当な期間内に実施できていないのが現状で

ある。現在、患者数の多い前立腺癌で 177Lu新規治療

の臨床試験が進行中である。米国ではすでに承認さ

れ、世界的にも承認が進むであろうことを考えると、

我が国でも承認に向かうことに疑いの余地はない。

さらに近い将来新たな治療導入の機会が来ることは

想像に難くない。 

このような背景から、全国における核医学治療の

実施現状と新規導入に際する使用数量実態を把握し、

将来に対する方策を検討・議論することが必要であ

る。 

 

Ｂ．研究方法 

 

研究分担者東が中心となって、国内の核医学治療

実施施設に、疾患毎の治療件数、待機期間などの調

査①により、実施状況把握を行う。対象は、何らか

の核医学治療を実施している全国施設に加え、核医

学治療の実施あるいは実施施設との連携が指定要件

となっているがん診療連携拠点病院とする（両者で

重複あり）。調査に際しては、昨年承認された神経内

分泌腫瘍、褐色細胞腫・傍神経節腫治療と近い将来

承認されるであろう前立腺がん治療関する導入可

否・患者数予測を合わせ行う。 

 研究分担者絹谷が理事長を務める日本核医学会内

用療法戦略会議に設置した新規核種導入作業部会

（部会長、本研究分担者 細野）により、全国の核

医学施設を持つがん連携拠点病院など主な医療機関

を対象に使用予定数量、排気・排水・空気中濃度な

ど施設の核種使用数量に関する項目について調査②

を行う。 

 分担研究者絹谷は、細野、東と連携してこれらの

調査結果を統合し、将来の方策を考察する。 

 

Ｃ．研究結果 

 現在調査①②の回答集計が進捗中である。 

 

Ｄ．考察 

  現状の国内核医学治療環境は、充足していると

は言いがたく、このままの状態を放置すれば、国内

患者に多大な不利益を与えてしまうことが避けられ

ない。現実に、昨年承認された神経内分泌腫瘍の治

療を受けるために、ヨーロッパ諸国に渡航する患者

が非常に多く存在した。また、現在世界的に承認が

進みつつある前立腺がん核医学治療を受けるために

某芸能人がオーストラリアに渡航した事例は記憶に

新しい。かりに、治療環境改善に向けて何の方策も

なしに新規製剤の国内開発を行うとすれば、適切な

タイミングでの治療実施ができないために、海外渡

航せざるを得ない状況が続いてしまうことも懸念さ

れる。あるいはそこまでに至らないまでも、待機時

間の長期化から、患者予後に悪影響を与えてしまう
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リスクが存在する。したがって、本研究課題により、

現状が明らかとなり、対策を先回りしてとることが

できれば、非常に有益なことであると考える。 

 

Ｅ．結論 

 調査対象施設の反応は良好であり、将来の核医学

治療環境改善に向けた情報の集約が可能であると考

えられる。 
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